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運 用 報 告 書（全体版） 
第７期＜決算日2020年９月28日＞ 

 

 

 当ファンドの仕組みは次の通りです。 
商 品 分 類 追加型投信／内外／債券 
信 託 期 間 2013年10月７日から2028年９月26日までです。 

運 用 方 針 安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長を図ることを目標に運用を行います。 

主要投資対象 

みずほ日本債券アドバンス 
（豪ドル債券型）
年１回決算コース 

国内公社債マザーファンド受益証券
およびオーストラリア公社債マザー
ファンド受益証券を主要投資対象と
します。 

国 内 公 社 債 
マザーファンド 

わが国の公社債を主要投資対象とし
ます。 

オーストラリア公社債 
マザーファンド 

オーストラリアの公社債を主要投資
対象とします。 

運 用 方 法 

基本投資配分は原則として、国内公社債マザーファン
ド受益証券70％、オーストラリア公社債マザーファン
ド受益証券30％とします。 
外貨建資産については、原則として為替ヘッジは行い
ません。 

組 入 制 限 

みずほ日本債券アドバンス 
（豪ドル債券型）
年１回決算コース 

外貨建資産への実質投資割合は､信
託財産の純資産総額の50％以下とし
ます｡ 

国 内 公 社 債 
マザーファンド 外貨建資産への投資は行いません｡ 

オーストラリア公社債 
マザーファンド 

外貨建資産への投資割合には､制限
を設けません｡ 

分 配 方 針 

毎決算時、原則として経費控除後の繰越分を含めた配
当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額
を分配対象額の範囲とし、分配金額は、基準価額の水
準や市況動向等を勘案し、委託会社が決定します。た
だし、必ず分配を行うものではありません。 

 <運用報告書に関するお問い合わせ先> 
コールセンター：0120-104-694 
受付時間：営業日の午前９時から午後５時まで 
お客さまのお取引内容につきましては、購入された 
販売会社にお問い合わせください。 

 
愛称：ちょっとコアラ(年1回決算コース) 

 

受益者の皆さまへ 
 

毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼
申し上げます。 
 
さて、「みずほ日本債券アドバンス

（豪ドル債券型）年１回決算コース」は、
2020年９月28日に第７期の決算を行い
ました。ここに、運用経過等をご報告申
し上げます。 
 
今後とも一層のご愛顧を賜りますよう

お願い申し上げます。 
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みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型）年１回決算コース 
 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 債  券 

組入比率 
債  券 
先物比率 

純資産 
総 額 （分配落） 税込み 

分配金 
期 中 
騰落率   期 中 

騰落率 
 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

３期（2016年９月26日） 10,570 0 1.5 10,777.23 2.8 98.3 － 269 
４期（2017年９月26日） 10,894 0 3.1 11,124.95 3.2 97.9 － 320 
５期（2018年９月26日） 10,696 0 △1.8 10,942.76 △1.6 97.9 － 310 
６期（2019年９月26日） 10,943 0 2.3 11,339.21 3.6 98.1 － 279 
７期（2020年９月28日） 10,985 0 0.4 11,337.55 △0.0 97.3 － 212 
（注１）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注３） 参考指数はＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合70％、ＦＴＳＥ世界国債インデックス（オーストラリア）（円ベース）30％の割合でアセットマネジ

メントOne株式会社が合成した指数で、設定日（2013年10月７日）の前営業日を10,000として指数化したものです（以下同じ）。 
（注４） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合は、野村證券株式会社が公表している日本の公募債券流通市場全体の動向を的確に表すために開発された投資収

益指数で、その知的財産権その他一切の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、同指数の正確性、完全性、信
頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません（以下同じ）。 

（注５）ＦＴＳＥ世界国債インデックス（オーストラリア）（円ベース）は、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣにより運営され、オー
ストラリアが発行した国債で構成されているＦＴＳＥ世界国債インデックスのサブインデックスです。ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ 
ＬＬＣは、本ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータ
は、情報提供のみを目的としており、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣは、当該データの正確性および完全性を保証せず、ま
たデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はＦＴＳＥ 
Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣに帰属します（以下同じ）。 

（注６）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
 
■当期中の基準価額と市況の推移  

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 債  券 

組入比率 
債  券 
先物比率  騰 落 率  騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2019年９月26日 10,943 － 11,339.21 － 98.1 － 

９月末 10,940 △0.0 11,346.39 0.1 98.1 － 
10月末 10,974 0.3 11,347.92 0.1 97.4 － 
11月末 10,936 △0.1 11,326.77 △0.1 97.3 － 
12月末 10,944 0.0 11,341.11 0.0 97.8 － 

2020年１月末 10,914 △0.3 11,294.40 △0.4 97.2 － 
２月末 10,922 △0.2 11,359.16 0.2 97.8 － 
３月末 10,548 △3.6 10,972.22 △3.2 97.1 － 
４月末 10,735 △1.9 11,142.16 △1.7 96.9 － 
５月末 10,812 △1.2 11,215.83 △1.1 97.2 － 
６月末 10,926 △0.2 11,286.24 △0.5 97.5 － 
７月末 11,010 0.6 11,369.31 0.3 97.5 － 
８月末 11,063 1.1 11,417.81 0.7 97.6 － 

（期 末）       
2020年９月28日 10,985 0.4 11,337.55 △0.0 97.3 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）当ファンドはマザーファンドを組入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注３）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
基準価額等の推移 
 

 

 
（注１） 分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも

のです。 
（注２） 分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり

ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。 
（注３） 分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。 
（注４） 当ファンドはベンチマークを定めておりません。 

 
基準価額の主な変動要因 
各マザーファンドを通じて、国内公社債、オーストラリア公社債へほぼ基本配分比率に沿って投資を
行った結果、基準価額は分配金再投資ベースで上昇しました。 
新型コロナウイルスの感染拡大を背景に景気後退懸念が強まる中、金融緩和期待の高まりなどから
オーストラリア公社債の利回りが低下（債券価格は上昇）したことや、各国の積極的な財政政策などによ
り市場のリスク回避姿勢が後退し豪ドルが対円で上昇したことがプラスに寄与しました。 
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投資環境 
●国内債券市況 
 

新発10年国債利回り（国内長期金利）は上昇
（債券価格は下落）しました。期初から12月にか
けては米中貿易交渉の進展期待などを背景に金利
は上昇しましたが、2020年１月以降は新型コロ
ナウイルスの感染拡大を受けて市場のリスク回避
姿勢が強まったことなどから低下しました。３月
中旬以降は、政府の経済対策に伴い国債増発への
懸念が高まったことなどから上昇に転じると、そ
の後はレンジ推移となりました。社債利回りの国
債利回りとの格差は縮小傾向で推移しました。 
 
 

●オーストラリア債券市況 
 

オーストラリアの国債利回りは低下しました。
2020年に入り、新型コロナウイルスの感染拡大
が中国で確認されたことで中国経済の減速が意識
され、その後に主要国でも罹患者が大幅増加し、
世界の経済活動が制限されました。こうした中、
オーストラリアを含めた主要国政府が財政出動な
ど経済対策を実施するのに合わせて、各国の中央
銀行も過去にない規模の金融緩和策を実施したこ
とを受けて、利回り低下が進みました。 
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●為替市況 
 

為替市場では、豪ドル／円は前期末対比で豪ド
ル高円安となりました。新型コロナウイルスの世
界的な感染拡大により経済見通しに対する不透明
感が強まり、2020年３月には豪ドルが対円で急
落する場面がありました。しかしその後は、各国
政府の財政政策や中央銀行による金融緩和策の強
化を受けて、金融市場でのリスク回避的な動きが
後退したことなどから、豪ドルは上昇に転じまし
た。 
 

 
ポートフォリオについて 
●当ファンド 
各マザーファンドの組入比率は、国内公社債マザーファンド70％程度、オーストラリア公社債マザー
ファンド30％程度とし、組入比率の合計は高位を維持しました。 
 
●国内公社債マザーファンド 
前期の運用報告書に記載した「今後の運用方針」に基づき、期を通じて最長残存期間を15年程度とす
るラダー型ポートフォリオ運用（各年限が時価ベースで概ね同ウェイトとなるような運用）を行い、概
ね前期末のポートフォリオを維持しました。また、期を通じて公社債組入比率は高位を維持しました。 
 
組入上位銘柄 
期首 
順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 
１ １３７回 高速道路機構債 1.427 2034/９/20 2.0 
２ ８０回 利付国庫債券（２０年） 2.100 2025/６/20 1.9 
３ ２回 サントリー食品インターナショナル社債 0.700 2024/６/26 1.9 
４ ２４回 豊田自動織機社債 0.797 2023/６/20 1.9 
５ ２６回 ＮＴＴデータ社債 0.950 2022/６/20 1.9 

 
期末 
順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 
１ １４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2033/６/20 2.5 
２ １３２回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2031/12/20 2.5 
３ １４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5 2034/６/20 2.5 
４ １５３回 利付国庫債券（２０年） 1.3 2035/６/20 2.4 
５ １５１回 利付国庫債券（２０年） 1.2 2034/12/20 2.4 

（注）比率は、ファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
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●オーストラリア公社債マザーファンド 
ファンド全体の修正デュレーションは、長めの水準を維持しました。組入債券の債券種別組入比率は、
期初時点では国債の比率を25％程度、州債や国際機関債などの非国債を75％程度としましたが、その
後は段階的に国債の比率を引上げ、期末時点では国債30％程度、非国債70％程度の配分としました。
債券の組入比率は高位を維持しました。上記の通り運用を行った結果、為替市場で豪ドル高円安が進行
したことなどから、基準価額は上昇しました。 
 
〔種別保有比率〕 
期首（前期末） 

 比率 
 ％ 
国債 25.9 
国際機関債・政府機関債 10.1 
地方債 61.1 

合計 97.0 

 
期末 

 比率 
 ％ 
国債 29.5 
国際機関債・政府機関債 13.4 
地方債 51.7 

合計 94.6 

〔格付別保有比率〕 
期首（前期末） 

格付 比率 
 ％ 
AAA 47.7 
AA＋ 32.8 
AA－ 2.2 
A＋ 14.4 

合計 97.0 

 
期末 

格付 比率 
 ％ 
AAA 58.6 
AA＋ 31.3 
A＋ 4.8 

合計 94.6 
 

 
〔組入上位銘柄〕 
期首（前期末）  期末  順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 
  ％    ％ 
１ AUSTRALIAN 2.5 05/21/30 14.6  １ AUSTRALIAN 2.5 05/21/30 17.2 
２ MANITOBA (PROVINCE OF) 3.6 08/17/27 14.4  ２ WESTERN AUST TREAS CORP 3.25 07/20/28 11.4 
３ WESTERN AUST TREAS CORP 3.0 10/21/27 13.3  ３ AUSTRALIAN 2.75 11/21/27 9.5 
４ WESTERN AUST TREAS CORP 3.25 07/20/28 8.5  ４ QUEENSLAND 2.75 08/20/27 9.4 
５ AUSTRALIAN 2.75 11/21/27 7.2  ５ NEW S WALES TREASURY CRP 2.0 03/20/31 8.8 
（注１）各比率は、ファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２）ファンドの格付けは、Ｓ＆Ｐ、Moody'sのうち低い方の格付けを採用しています。（表記方法はＳ＆Ｐに準拠） 
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ベンチマークとの差異について 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けておりません。以下のグラフは、当ファンドの
基準価額と参考指数の騰落率の対比です。 
 

 

 
（注）基準価額の騰落率は分配金（税引前）込みです。 
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分配金 
当期の収益分配金は、基準価額の水準や市況動向等を勘案した結果、分配を見送らせていただきまし
た。なお、収益分配に充てなかった収益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。 
 
■分配原資の内訳（１万口当たり） 

項目 
当期 

2019年９月27日 
～2020年９月28日 

当期分配金（税引前） －円 
対基準価額比率 －％ 
当期の収益 －円 
当期の収益以外 －円 

翌期繰越分配対象額 1,135円 

（注１） ｢当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切捨
てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金 
(税引前）」の額が一致しない場合があります。 

（注２） 当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引前)｣ 
の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファンドの
収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五入して
います。 

（注３） ｢当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費控
除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配に充
当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準備積立
金」および「収益調整金」から分配に充当した金額です。 

 
今後の運用方針 
●当ファンド 
当ファンドの運用方針に従い、各マザーファンドの組入比率は、国内公社債マザーファンド70％、
オーストラリア公社債マザーファンド30％を基本とし、組入比率の合計は高位を維持する方針です。 
 
●国内公社債マザーファンド 
新型コロナウイルス感染拡大の対策として財政支出の拡大が見込まれるものの、日本銀行は「長短金
利操作付き量的・質的金融緩和」政策を継続していることから、国内債券市場は概ね横ばいで推移する
ものと見込みます。 
今後の運用方針は、わが国の公社債を主要投資対象とし、最長残存期間を15年程度とするラダー型
ポートフォリオ運用を継続する方針です。 
 
●オーストラリア公社債マザーファンド 
オーストラリアでは、新型コロナウイルスによる景気下押し圧力が残ることや、中央銀行による国債、
州債の購入を含む金融緩和策の実施により、金利は低位で推移すると考えます。 
このため、ファンド全体の修正デュレーションは、長めの水準とします。但し、市場環境の変動など
には機動的に対応します。債券種別配分戦略では、州債などの非国債の投資妙味が相対的に高いと考え、
高めの比重とする方針です。 
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■１万口当たりの費用明細 
 

項目 

第７期 

項目の概要 （2019年９月27日 
～2020年９月28日） 
金額 比率 

（a） 信託報酬 72円 0.663％ （a）信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 
期中の平均基準価額は10,877円です。 

（投信会社） （ 34） （0.310） 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価 

（販売会社） （ 34） （0.310） 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価 

（受託会社） （ 5） （0.044） 受託会社分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価 

（b）その他費用 1 0.011 （b）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（保管費用） （ 1） （0.009） 保管費用は、外国での資産の保管等に要する費用 
（監査費用） （ 0） （0.002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用 

合計 73 0.674  
（注１） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、その他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、このファンドに対応するものを含みます。 
（注２） 金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注３） 比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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■親投資信託受益証券の設定、解約状況（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 

 設 定 解 約 
口 数 金 額 口 数 金 額 

 千口 千円 千口 千円 
国 内 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 6,573 7,500 43,497 49,700 
オーストラリア公社債マザーファンド 4,732 7,500 19,219 34,200 
 
■利害関係人との取引状況等（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
【みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型）年１回決算コースにおける利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引等はありません。 

 
【国内公社債マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 323 － － 990 87 8.8 
 
平均保有割合 3.8％ 

 
（注）平均保有割合とは、マザーファンドの残存口数の合計に対する当該ベビーファンドのマザーファンド所有口数の割合。 
 
【オーストラリア公社債マザーファンドにおける利害関係人との取引状況等】 
期中の利害関係人との取引等はありません。 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 親投資信託残高 

 
期首(前 期 末) 当 期 末 
口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 
国 内 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 167,502 130,578 149,055 
オーストラリア公社債マザーファンド 49,278 34,792 62,932 
 
■投資信託財産の構成 2020年９月28日現在 
 

項 目 
当  期  末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

国 内 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 149,055 69.7 
オ ー ス ト ラ リ ア 公 社 債 マ ザ ー フ ァ ン ド 62,932 29.4 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 1,919 0.9 
投 資 信 託 財 産 総 額 213,907 100.0 
（注１）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
（注２） 期末のオーストラリア公社債マザーファンドの外貨建資産の投資信託財産総額に対する比率は、1,720,449千円、95.6％です。 
（注３） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2020年９月28日における邦貨換算

レートは、１オーストラリア・ドル＝74.22円です。 
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■資産、負債、元本および基準価額の状況 
(2020年９月28日)現在 

項 目 当 期 末 
（A） 資 産 213,907,601円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 1,919,267 

国内公社債マザーファンド(評価額) 149,055,744 

オ ーストラリア公社債 
マザーファンド(評価額) 62,932,590 

（B） 負 債 917,111 

未 払 解 約 金 72,399 

未 払 信 託 報 酬 842,675 

そ の 他 未 払 費 用 2,037 

（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 212,990,490 

元 本 193,890,368 

次 期 繰 越 損 益 金 19,100,122 

（D） 受 益 権 総 口 数 193,890,368口 

１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 10,985円 
（注）期首における元本額は255,208,626円、当期中における追加設

定元本額は14,124,031円、同解約元本額は75,442,289円です。 

■損益の状況 
当期 自2019年９月27日 至2020年９月28日 

項 目 当   期 
（A） 配 当 等 収 益 △799円 

受 取 利 息 177 
支 払 利 息 △976 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 2,622,478 
売 買 益 5,843,642 
売 買 損 △3,221,164 

（C） 信 託 報 酬 等 △1,724,085 
（D） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 897,594 
（E） 前 期 繰 越 損 益 金 5,686,788 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 12,515,740 

(配 当 等 相 当 額 ) (11,460,080) 
(売 買 損 益 相 当 額 ) (1,055,660) 

（G） 合 計（Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 19,100,122 
次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 19,100,122 
追 加 信 託 差 損 益 金 12,515,740 
(配 当 等 相 当 額 ) (11,472,555) 
(売 買 損 益 相 当 額 ) (1,043,185) 
分 配 準 備 積 立 金 10,544,716 
繰 越 損 益 金 △3,960,334 

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます｡ 
（注２）(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて表

示しています。 
（注３）(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
（注４）分配金の計算過程 

項       目 当   期 
(ａ) 経 費 控 除 後 の 配 当 等 収 益 1,430,678円 
(ｂ) 経費控除後の有価証券売買等損益 0 
(ｃ) 収 益 調 整 金 11,472,555 
(ｄ) 分 配 準 備 積 立 金 9,114,038 
(ｅ) 当期分配対象額(ａ＋ｂ＋ｃ＋ｄ) 22,017,271 
(ｆ) １万口当たり当期分配対象額 1,135.55 
(ｇ) 分 配 金 0 
(ｈ) １ 万 口 当 た り 分 配 金 0 
 

 
■分配金のお知らせ 
 
収益分配金につきましては、基準価額の水準や市況動向等を勘案し、無分配とさせていただきました。 
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国内公社債マザーファンド 
運用報告書 

第10期（決算日 2020年９月28日） 
（計算期間 2019年９月27日～2020年９月28日） 

 
国内公社債マザーファンドの第10期の運用状況をご報告申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2010年９月28日から無期限です。 

運 用 方 針 主として、わが国の公社債に投資を行い、安定した収益の確保と信託財産の中長期的な成長を図ることを目標に運用を行います。 
主 要 投 資 対 象 わが国の公社債を主要投資対象とします。 
主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 

 
■最近５期の運用実績  

決 算 期 
基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 

債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 (参考指数) 期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
６期（2016年９月26日） 11,329 3.2 384.48 5.2 99.6 － 7,894 
７期（2017年９月26日） 11,319 △0.1 380.29 △1.1 99.2 － 8,365 
８期（2018年９月26日） 11,283 △0.3 378.95 △0.4 99.2 － 6,809 
９期（2019年９月26日） 11,569 2.5 395.09 4.3 99.2 － 5,343 
10期（2020年９月28日） 11,415 △1.3 386.88 △2.1 99.1 － 4,253 
（注１）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合は、野村證券株式会社が公表している日本の公募債券流通市場全体の動向を的確に表すために開発された投資収

益指数で、その知的財産権その他一切の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、同指数の正確性、完全性、信
頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません（以下同じ）。 

（注３）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基 準 価 額 ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合 債 券 
組 入 比 率 

債 券 
先 物 比 率  騰 落 率 (参考指数) 騰 落 率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2019年９月26日 11,569 － 395.09 － 99.2 － 

９月末 11,553 △0.1 394.27 △0.2 99.3 － 
10月末 11,515 △0.5 392.61 △0.6 98.8 － 
11月末 11,476 △0.8 391.33 △1.0 99.1 － 
12月末 11,450 △1.0 390.14 △1.3 99.4 － 

2020年１月末 11,484 △0.7 391.77 △0.8 98.9 － 
２月末 11,544 △0.2 394.74 △0.1 99.1 － 
３月末 11,391 △1.5 388.45 △1.7 99.3 － 
４月末 11,440 △1.1 389.79 △1.3 98.3 － 
５月末 11,414 △1.3 388.13 △1.8 98.2 － 
６月末 11,402 △1.4 386.56 △2.2 98.9 － 
７月末 11,424 △1.3 387.91 △1.8 99.2 － 
８月末 11,392 △1.5 386.09 △2.3 99.1 － 

（期 末）       
2020年９月28日 11,415 △1.3 386.88 △2.1 99.1 － 

（注１）騰落率は期首比です。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2019年９月27日から2020年９月28日まで）  
   

 
基準価額の推移 
当ファンドの基準価額は11,415円となり、前期末比で1.33％下落しました。 
 
基準価額の主な変動要因 
主として国内の公社債に投資を行った結果、基準価額は下落しました。新型コロナウイルスの感染拡
大を背景に景気後退懸念が強まる中、政府による大規模な経済対策に伴う国債増発への懸念などを受け
て国内の公社債の利回りが上昇（債券価格は下落）したことがマイナスに影響しました。 
 
投資環境 
 
  国内債券市場はＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合指数

でみると2.08％下落しました。新発10年国債利
回り（国内長期金利）は、期初から12月にかけ
ては米中貿易交渉の進展期待などを背景に上昇し
ましたが、2020年１月以降は新型コロナウイル
スの感染拡大を受けて市場のリスク回避姿勢が強
まったことなどから低下（債券価格は上昇）しま
した。３月中旬以降は、政府の経済対策に伴い国
債増発への懸念が高まったことなどから上昇に転
じると、その後はレンジ推移となりました。 
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ポートフォリオについて 
前期の運用報告書に記載した「今後の運用方針」に基づき、期を通じて最長残存期間を15年程度とす
るラダー型ポートフォリオ運用（各年限が時価ベースで概ね同ウェイトとなるような運用）を行い、概
ね前期末のポートフォリオを維持しました。また、期を通じて公社債組入比率は高位を維持しました。 
 
組入上位銘柄 
期首 
順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 
１ １３７回 高速道路機構債 1.427 2034/9/20 2.0 
２ ８０回 利付国庫債券（２０年）  2.100 2025/6/20 1.9 
３ ２回 サントリー食品インターナショナル社債  0.700 2024/6/26 1.9 
４ ２４回 豊田自動織機社債 0.797 2023/6/20 1.9 
５ ２６回 ＮＴＴデータ社債 0.950 2022/6/20 1.9 

 
期末 
順位 銘 柄 利率 償還日 比率 
  ％  ％ 
１ １４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2033/６/20 2.5 
２ １３２回 利付国庫債券（２０年） 1.7 2031/12/20 2.5 
３ １４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5 2034/６/20 2.5 
４ １５３回 利付国庫債券（２０年） 1.3 2035/６/20 2.4 
５ １５１回 利付国庫債券（２０年） 1.2 2034/12/20 2.4 

（注）比率は、ファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 

 
今後の運用方針 
新型コロナウイルス感染拡大の対策として財政支出の拡大が見込まれるものの、日本銀行は「長短金
利操作付き量的・質的金融緩和」政策を継続していることから、国内債券市場は概ね横ばいで推移する
ものと見込みます。 
今後の運用方針は、わが国の公社債を主要投資対象とし、最長残存期間を15年程度とするラダー型ポ
ートフォリオ運用を継続する方針です。 
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■１万口当たりの費用明細  
計算期間中に発生した費用はありません。 
 
■売買及び取引の状況（2019年９月27日から2020年９月28日まで）  
公社債 

 買 付 額 売 付 額 

国 内 

 千円 千円 
国 債 証 券 323,398 645,759 

  （－） 
地 方 債 証 券 － 177,080 

  （3,500） 
特 殊 債 券 － 167,603 

  （－） 
社 債 券 － － 

  （300,000） 
（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 
（注３）社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 
■利害関係人との取引状況等（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
期中の利害関係人との取引状況 
決 算 期 当 期 

区 分 
 

買付額等 
Ａ 

 
売付額等 
Ｃ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

Ｂ 
Ａ 

 

うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

Ｄ 
Ｃ 

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
公 社 債 323 － － 990 87 8.8 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドにかかる利害関係人
とは、みずほ証券です。 
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■組入資産の明細 
 
公社債 
（Ａ）債券種類別開示 
国内（邦貨建）公社債 

区 分 
当    期    末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率 う ち Ｂ Ｂ 格 
以下組入比率 

残存期間別組入比率 
５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
国 債 証 券 1,984,000 2,304,111 54.2 － 49.6 4.6 － 
地 方 債 証 券 380,000 400,012 9.4 9.4 6.6 2.8 － 
特 殊 債 券 447,000 463,252 10.9 － 4.7 6.2 － 
普 通 社 債 券 1,041,000 1,046,001 24.6 － 4.7 8.1 11.8 
合 計 3,852,000 4,213,376 99.1 9.4 65.5 21.8 11.8 
（注１）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
（注２） 無格付銘柄については、ＢＢ格以下に含めて表示しています。 
 
（Ｂ）個別銘柄開示 
国内（邦貨建）公社債銘柄別 

銘      柄 当    期    末 
利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日 

（国債証券） ％ 千円 千円 
３３６回 利付国庫債券（１０年） 0.5000 7,000 7,188 2024/12/20 
７４回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 71,000 77,725 2024/12/20 
８０回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 90,000 99,442 2025/06/20 
８２回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 10,000 11,102 2025/09/20 
３４１回 利付国庫債券（１０年） 0.3000 50,000 51,077 2025/12/20 
８３回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 12,000 13,389 2025/12/20 
３４４回 利付国庫債券（１０年） 0.1000 70,000 70,884 2026/09/20 
９１回 利付国庫債券（２０年） 2.3000 20,000 22,899 2026/09/20 
９５回 利付国庫債券（２０年） 2.3000 81,000 94,158 2027/06/20 
９７回 利付国庫債券（２０年） 2.2000 80,000 92,892 2027/09/20 
１０２回 利付国庫債券（２０年） 2.4000 80,000 95,380 2028/06/20 
１０７回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 80,000 94,243 2028/12/20 
１１１回 利付国庫債券（２０年） 2.2000 75,000 89,627 2029/06/20 
１１３回 利付国庫債券（２０年） 2.1000 80,000 95,206 2029/09/20 
１１５回 利付国庫債券（２０年） 2.2000 80,000 96,279 2029/12/20 
１１８回 利付国庫債券（２０年） 2.0000 80,000 95,371 2030/06/20 
１２１回 利付国庫債券（２０年） 1.9000 70,000 82,977 2030/09/20 
１３０回 利付国庫債券（２０年） 1.8000 70,000 83,099 2031/09/20 
１３２回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 90,000 106,101 2031/12/20 
１３７回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 85,000 100,583 2032/06/20 
１４０回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 63,000 74,706 2032/09/20 
１４２回 利付国庫債券（２０年） 1.8000 80,000 96,018 2032/12/20 
１４５回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 90,000 107,349 2033/06/20 
１４６回 利付国庫債券（２０年） 1.7000 60,000 71,699 2033/09/20 
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銘      柄 当    期    末 
利 率 額 面 金 額 評 価 額 償還年月日 

（国債証券） ％ 千円 千円  
１４７回 利付国庫債券（２０年） 1.6000 80,000 94,734 2033/12/20 
１４９回 利付国庫債券（２０年） 1.5000 90,000 105,697 2034/06/20 
１５１回 利付国庫債券（２０年） 1.2000 90,000 102,235 2034/12/20 
１５３回 利付国庫債券（２０年） 1.3000 90,000 103,713 2035/06/20 
１５４回 利付国庫債券（２０年） 1.2000 60,000 68,326 2035/09/20 

小   計 － 1,984,000 2,304,111 － 
（地方債証券） ％ 千円 千円  
３０年度３回 大阪市公募公債 0.0300 80,000 79,988 2023/09/20 
７３６回 東京都公募公債 0.5050 40,000 40,746 2024/09/20 
７７４回 東京都公募公債 0.1850 100,000 100,827 2027/12/20 
７回 京都市公募公債 ２０年 2.3800 70,000 82,838 2028/09/21 
１回 京都市公募公債 １５年 0.7810 90,000 95,612 2030/12/20 

小   計 － 380,000 400,012 － 
（特殊債券） ％ 千円 千円  
４０回 地方公共団体金融機構債券 0.8250 80,000 81,271 2022/09/28 
５５回 地方公共団体金融機構債券 0.7780 90,000 92,170 2023/12/28 
２８回 政保日本政策投資銀行社債 0.4500 8,000 8,153 2025/03/13 
７６回 政保地方公共団体金融機構債券 0.4250 60,000 61,203 2025/09/12 
３７回 政保日本政策金融公庫債券 0.4250 21,000 21,422 2025/09/16 
２６３回 政保日本高速道路保有・債務返済機構 0.3790 28,000 28,517 2025/12/26 
２９７回 政保日本高速道路保有・債務返済機構 0.0850 90,000 90,364 2026/12/28 
１３７回 高速道路機構債 1.4270 70,000 80,149 2034/09/20 

小   計 － 447,000 463,252 － 
（普通社債券） ％ 千円 千円  
２回 ファーストリテイリング社債 0.2910 100,000 100,043 2020/12/18 
５回 大和ハウス工業社債 0.4430 100,000 100,207 2021/06/18 
６２回 日本電信電話債券 1.0200 100,000 100,803 2021/09/17 
３１回 日産フィナンシャルサービス社債 0.3350 100,000 98,525 2021/12/20 
２６回 ＮＴＴデータ社債 0.9500 100,000 101,447 2022/06/20 
３回 ファーストリテイリング社債 0.4910 100,000 100,738 2022/12/16 
２４回 豊田自動織機社債 0.7970 100,000 101,549 2023/06/20 
２回 サントリー食品インターナショナル社債 0.7000 100,000 101,519 2024/06/26 
１８１回 オリックス社債 0.8120 41,000 41,994 2024/09/26 
６回 サントリーホールディングス社債 0.2200 100,000 99,765 2026/06/02 
５０回 京成電鉄社債 0.4490 100,000 99,411 2031/06/20 

小   計 － 1,041,000 1,046,001 － 
合   計 － 3,852,000 4,213,376 － 
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■投資信託財産の構成 2020年９月28日現在 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

公 社 債 4,213,376 99.1 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 40,321 0.9 
投 資 信 託 財 産 総 額 4,253,698 100.0 
 
（注）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 

 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 
 

(2020年９月28日)現在 
項   目 当 期 末 

（A） 資 産 4,253,698,830円 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 31,284,752 
公 社 債（評価額） 4,213,376,900 
未 収 利 息 9,022,878 
前 払 費 用 14,300 

（B） 負 債 － 
（C） 純 資 産 総 額（Ａ－Ｂ） 4,253,698,830 

元 本 3,726,471,927 
次 期 繰 越 損 益 金 527,226,903 

（D） 受 益 権 総 口 数 3,726,471,927口 
１万口当たり基準価額（Ｃ／Ｄ） 11,415円 

 
（注１）期首元本額 4,618,792,325円 

追加設定元本額 99,589,903円 
一部解約元本額 991,910,301円 

（注２）期末における元本の内訳 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型） 3,595,893,088円 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型）年１回決算コース 130,578,839円 
期末元本合計 3,726,471,927円 

■損益の状況 
 

当期 自2019年９月27日 至2020年９月28日 
項   目 当  期 

（A） 配 当 等 収 益 50,172,419円 
受 取 利 息 50,192,062 
支 払 利 息 △19,643 

（B） 有 価 証 券 売 買 損 益 △117,977,753 
売 買 損 △117,977,753 

（C） 当 期 損 益 金（Ａ＋Ｂ） △67,805,334 
（D） 前 期 繰 越 損 益 金 724,911,839 
（E） 解 約 差 損 益 金 △143,789,699 
（F） 追 加 信 託 差 損 益 金 13,910,097 
（G） 合 計（Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ） 527,226,903 

次 期 繰 越 損 益 金（Ｇ） 527,226,903 
 
（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (E)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
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オーストラリア公社債マザーファンド 
運用報告書 

第10期（決算日 2020年９月28日） 
（計算期間 2019年９月27日～2020年９月28日） 

 
オーストラリア公社債マザーファンドの第10期の運用状況をご報告申し上げます。 

 
当ファンドの仕組みは次の通りです。  
信 託 期 間 2010年９月28日より無期限です。 

運 用 方 針 
主として、オーストラリアの豪ドル建ての公社債に投資を行い、安定した収
益の確保と信託財産の中長期的な成長を図ることを目標に運用を行います。 
外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行いません。 

主 要 投 資 対 象 オーストラリアの公社債を主要投資対象とします。 
主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資割合には､制限を設けません。 

 
■最近５期の運用実績  
決 算 期 

基 準 価 額 ＦＴＳＥ世界国債インデックス 
(オーストラリア)(円ベース) 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額  期 中 

騰 落 率 （参考指数） 
期 中 
騰 落 率 

 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
６期（2016年９月26日） 15,054 △0.5 586.79 △3.5 97.1 － 3,464 
７期（2017年９月26日） 17,000 12.9 666.84 13.6 96.3 － 3,642 
８期（2018年９月26日） 16,443 △3.3 634.81 △4.8 96.4 － 2,937 
９期（2019年９月26日） 17,065 3.8 646.47 1.8 97.0 － 2,304 
10期（2020年９月28日） 18,088 6.0 674.11 4.3 94.6 － 1,800 
（注１） 債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
（注２） ＦＴＳＥ世界国債インデックス（オーストラリア）（円ベース）は、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣにより運営され、オー

ストラリアが発行した国債で構成されているＦＴＳＥ世界国債インデックスのサブインデックスです。ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ 
ＬＬＣは、本ファンドのスポンサーではなく、本ファンドの推奨、販売あるいは販売促進を行っておりません。このインデックスのデータ
は、情報提供のみを目的としており、ＦＴＳＥ Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣは、当該データの正確性および完全性を保証せず、ま
たデータの誤謬、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はＦＴＳＥ 
Ｆｉｘｅｄ Ｉｎｃｏｍｅ ＬＬＣに帰属します（以下同じ）。 

（注３） △（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。 
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■当期中の基準価額と市況の推移  
年 月 日 

基  準  価  額 ＦＴＳＥ世界国債インデックス 
(オーストラリア)(円ベース) 債 券 

組 入 比 率 
債 券 
先 物 比 率  騰落率 （参考指数） 騰落率 

（期 首） 円 ％  ％ ％ ％ 
2019年９月26日 17,065 － 646.47 － 97.0 － 

９月末 17,109 0.3 650.94 0.7 97.2 － 
10月末 17,451 2.3 657.58 1.7 96.1 － 
11月末 17,413 2.0 658.40 1.8 95.0 － 
12月末 17,582 3.0 665.67 3.0 96.1 － 

2020年１月末 17,335 1.6 649.98 0.5 94.9 － 
２月末 17,193 0.8 650.76 0.7 96.5 － 
３月末 15,768 △7.6 600.24 △7.2 94.2 － 
４月末 16,570 △2.9 626.41 △3.1 95.6 － 
５月末 17,072 0.0 646.31 △0.0 97.1 － 
６月末 17,732 3.9 665.79 3.0 95.5 － 
７月末 18,133 6.3 676.58 4.7 95.3 － 
８月末 18,581 8.9 693.66 7.3 95.9 － 

（期 末）       
2020年９月28日 18,088 6.0 674.11 4.3 94.6 － 

（注１） 騰落率は期首比です。 
（注２）債券先物比率は、買建比率－売建比率です。 
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■当期の運用経過（2019年９月27日から2020年９月28日まで）   
   

 
基準価額の推移 
当ファンドの基準価額は18,088円となり、前期末比で6.0％上昇しました。 
 
基準価額の主な変動要因 
オーストラリアの公社債に投資した結果、新型コロナウイルス感染拡大により急激に落ち込んだ経済
を下支えするため、世界各国の中央銀行が利下げを実施するなど金融緩和策を強化したことで債券利回
りが低下（債券価格は上昇）したこと、各国の積極的な財政出動などから金融市場のリスク回避的な動
きが後退し、資源価格も堅調推移となったことで、豪ドルが対円で上昇したことを背景に基準価額は上
昇しました。 
 
投資環境 
 
  オーストラリアの国債利回りは低下しました。

2020年に入り、新型コロナウイルスの感染拡大
が中国で確認されたことで中国経済の減速が意識
され、その後に主要国でも罹患者が大幅増加し、
世界の経済活動が制限されました。こうした中、
オーストラリアを含めた主要国政府が財政出動な
ど経済対策を実施するのに合わせて、各国の中央
銀行も過去にない規模の金融緩和策を実施したこ
とを受けて、利回り低下が進みました。 
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  為替市場では、前期末対比で豪ドル高円安が進

みました。新型コロナウイルスの世界的な感染拡
大により経済見通しに対する不透明感が強まり、
2020年３月には豪ドルが対円で急落する場面が
ありました。しかしその後は、各国政府の財政政
策や中央銀行による金融緩和策の強化を受けて、
金融市場でのリスク回避的な動きが後退したこと
などから、豪ドルは上昇に転じました。 

 
ポートフォリオについて 
前期の運用報告書に記載した「今後の運用方針」に従い、オーストラリアの公社債に投資を行いまし
た。ファンド全体の修正デュレーションは、長めの水準を維持しました。組入債券の債券種別組入比率
は、期初時点では国債の比率を25％程度、州債や国際機関債などの非国債を75％程度としましたが、
その後は段階的に国債の比率を引上げ、期末時点では国債30％程度、非国債70％程度の配分としまし
た。債券の組入比率は高位を維持しました。 
 
〔種別保有比率〕 

期   首 
 比率 

 ％ 
国債 25.9 
国際機関債・政府機関債 10.1 
地方債 61.1 

合計 97.0 

 
期   末 
 比率 

 ％ 
国債 29.5 
国際機関債・政府機関債 13.4 
地方債 51.7 

合計 94.6 

〔格付別保有比率〕 
期   首 

格付 比率 
 ％ 
AAA 47.7 
AA＋ 32.8 
AA－ 2.2 
A＋ 14.4 

合計 97.0 

 
期   末 

格付 比率 
 ％ 
AAA 58.6 
AA＋ 31.3 
A＋ 4.8 

合計 94.6 
 

 
〔組入上位銘柄〕 

期       首  期       末 
順位 銘 柄 比率  順位 銘 柄 比率 
  ％    ％ 
１ AUSTRALIAN 2.5 05/21/30 14.6  １ AUSTRALIAN 2.5 05/21/30 17.2 
２ MANITOBA (PROVINCE OF) 3.6 08/17/27 14.4  ２ WESTERN AUST TREAS CORP 3.25 07/20/28 11.4 
３ WESTERN AUST TREAS CORP 3.0 10/21/27 13.3  ３ AUSTRALIAN 2.75 11/21/27 9.5 
４ WESTERN AUST TREAS CORP 3.25 07/20/28 8.5  ４ QUEENSLAND 2.75 08/20/27 9.4 
５ AUSTRALIAN 2.75 11/21/27 7.2  ５ NEW S WALES TREASURY CRP 2.0 03/20/31 8.8 
（注１）各比率は、ファンドの純資産総額に対する評価額の割合です。 
（注２）ファンドの格付けは、Ｓ＆Ｐ、Moody's のうち低い方の格付けを採用しています。（表記方法はＳ＆Ｐに準拠） 
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今後の運用方針 
オーストラリアではウイルスの感染再拡大などから、景気に下押し圧力が残る状況です。また、中央
銀行は長期に亘り低金利政策を維持するとみられることから、長期金利も低位での推移が続くと予想し
ます。 
為替市場では、世界経済回復見通しに対する期待や楽観に左右され、揉みあう展開を見込みます。 
上記見通しに基づき、ファンド全体の修正デュレーションは、長めの水準とします。また債券種別配
分戦略については非国債を高めの比重とする方針です。 
 
■１万口当たりの費用明細 
 

項目 
当期 

項目の概要 
金額 比率 

（a）その他費用 5円 0.031％ （a）その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 
（保管費用） （5） （0.031） 保管費用は、外国での資産の保管等に要する費用 

合計 5 0.031  
期中の平均基準価額は17,309円です。  

（注１）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 
（注２）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
 
■売買及び取引の状況（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
公社債 

 買 付 額 売 付 額 
   千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 

外
 
国
 

オ ー ス ト ラ リ ア 
国 債 証 券 

 
1,779 

 
2,822 
(－) 

地 方 債 証 券 
 

－ 
 

7,082 
(－) 

（注１）金額は受渡代金です（経過利子分は含まれておりません）。 
（注２）（ ）内は償還による減少分で、上段の数字には含まれておりません。 
 
■利害関係人との取引状況等（2019年９月27日から2020年９月28日まで） 
 
期中の利害関係人との取引等はありません。 

 
（注）利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 
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■組入資産の明細 
 
公社債 
（Ａ）債券種類別開示 
外国（外貨建）公社債 

区  分 
当    期    末 

額面金額 
評 価 額 

組入比率 うちＢＢ格以下 
組 入 比 率 

残存期間別組入比率 
外貨建金額 邦貨換算金額 ５年以上 ２年以上 ２年未満 

 千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 
オーストラリア 19,930 22,952 1,703,501 94.6 － 94.6 － － 

   千円      
合  計 － － 1,703,501 94.6 － 94.6 － － 

（注１）邦貨換算金額は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。 
（注２）組入比率は、期末の純資産総額に対する評価額の比率であり、小数点第２位を四捨五入しています。 
 
（Ｂ）個別銘柄開示 
外国（外貨建）公社債銘柄別 

銘       柄 
当    期    末 

種類 利率 額面金額 
評  価  額 

償 還 年 月 日 
外貨建金額 邦貨換算金額 

（オーストラリア）  ％ 千オーストラリア・ドル 千オーストラリア・ドル 千円  
AUSTRALIAN 3.75 04/21/37 国 債 証 券 3.7500 500 684 50,805 2037/04/21 
AUSTRALIAN 2.5 05/21/30 国 債 証 券 2.5000 3,600 4,168 309,375 2030/05/21 
AUSTRALIAN 2.75 11/21/27 国 債 証 券 2.7500 2,000 2,304 171,047 2027/11/21 
NEW S WALES TREASURY CRP 2.0 03/20/31 地方債証券 2.0000 2,000 2,139 158,769 2031/03/20 
WESTERN AUST TREAS CORP 3.25 07/20/28 地方債証券 3.2500 2,330 2,753 204,349 2028/07/20 
QUEENSLAND 2.75 08/20/27 地方債証券 2.7500 2,000 2,269 168,424 2027/08/20 
QUEENSLAND TREASURY CORP 3.25 08/21/29 地方債証券 3.2500 500 593 44,048 2029/08/21 
MANITOBA (PROVINCE OF) 3.6 08/17/27 地方債証券 3.6000 1,000 1,153 85,611 2027/08/17 
WESTERN AUST TREAS CORP 3.0 10/21/27 地方債証券 3.0000 1,700 1,969 146,197 2027/10/21 
KOMMUNEKREDIT 2.9 11/27/26 地方債証券 2.9000 1,500 1,670 123,996 2026/11/27 
KOMBNK 3.4 07/24/28 特 殊 債 券 3.4000 1,200 1,410 104,687 2028/07/24 
NEDER WATERSCHAPSBANK 3.45 07/17/28 特 殊 債 券 3.4500 500 588 43,653 2028/07/17 
NEDER WATERSCHAPSBANK 3.15 09/02/26 特 殊 債 券 3.1500 1,100 1,246 92,534 2026/09/02 

合  計 － － 19,930 22,952 1,703,501 － 
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■投資信託財産の構成 2020年９月28日現在 
 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 
 千円 ％ 

公 社 債 1,703,501 94.6 
コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 96,864 5.4 
投 資 信 託 財 産 総 額 1,800,365 100.0 
（注１）評価額の単位未満は切捨ててあります。％は、小数点第２位を四捨五入しています。 
（注２）期末の外貨建資産の投資信託財産総額に対する比率は、1,720,449千円、95.6％です。 
（注３） 外貨建資産は、期末の時価をわが国の対顧客電信売買相場の仲値により邦貨換算したものです。なお、2020年９月28日における邦貨換算

レートは、１オーストラリア・ドル＝74.22円です。 
 
■資産、負債、元本および基準価額の状況 

(2020年９月28日)現在 
項 目 当 期 末 

(A) 資 産 1,800,365,902円 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 86,666,311 

公 社 債(評価額) 1,703,501,555 

未 収 利 息 10,198,036 

(B) 負 債 － 

(C) 純 資 産 総 額(Ａ－Ｂ) 1,800,365,902 

元 本 995,333,363 

次 期 繰 越 損 益 金 805,032,539 

(D) 受 益 権 総 口 数 995,333,363口 

１万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 18,088円 
（注１）期首元本額 1,350,162,390円 

追加設定元本額 103,024,657円 
一部解約元本額 457,853,684円 

（注２）期末における元本の内訳 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型） 960,540,909円 
みずほ日本債券アドバンス（豪ドル債券型）年１回決算コース 34,792,454円 
期末元本合計 995,333,363円 

■損益の状況 
当期 自2019年９月27日 至2020年９月28日 

項 目 当   期 
(A) 配 当 等 収 益 53,072,378円 

受 取 利 息 53,107,889 
支 払 利 息 △35,511 

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 84,579,215 
売 買 益 96,062,129 
売 買 損 △11,482,914 

(C) そ の 他 費 用 △647,962 
(D) 当 期 損 益 金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 137,003,631 
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 953,899,881 
(F) 解 約 差 損 益 金 △343,346,316 
(G) 追 加 信 託 差 損 益 金 57,475,343 
(H) 合  計(D+Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 805,032,539 
次 期 繰 越 損 益 金(H) 805,032,539 

（注１）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
（注２） (F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価

額を差し引いた差額分をいいます。 
（注３） (G)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加

設定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
 

 


